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SUMMARY 

With an increase in the international focus of universities, Japanese language education must 

respond to the diverse needs of students. This paper proposes a training program, which can 

encourage flexible and appropriate responses to learners with learning disabilities (such as 

dyslexia), for Japanese language instructors. Previous studies have revealed that the attitude of 

language instructors is critical in creating successful learning opportunities for students with 

learning disabilities. Therefore, this paper examines the factors that are necessary to foster a 

positive attitude and provide support and guidance to students with learning disabilities. 

 

 

1. はじめに 

大学の国際化、グローバル化の流れを受けて、日本国内の大学における日本語教育

の役割は、ますます多様化している。従来は、正規の学生として所属する外国人学生

に対する日本語教育と大学が協定を結んでいる海外の大学からの短期留学生に対する

日本語教育を行うことが、大学における日本語教育機関の役割であったが、近年では、

2 週間から 1 ヶ月程度の超短期日本語プログラムや、各学部や研究科のカリキュラム

の中に位置づけられた日本語教育プログラムの展開などを求められることが増えてき

ている。そして、日本語教育機関の役割が多様化するに伴って、日本語教育を受ける

学習者もまた多様化していくことになる。 

日本国内における日本語教育の現場は、個々の学習者の母語や文化的背景が一様で

はないことから、これまでも学習者の多様性に対して、真摯に、そして柔軟に向き合
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ってきた。日本語教員養成課程において、学習者の多様性についてもしっかりと学ぶ

ため、同じ教室内の学習者のレベル差や学習者の教育に関するビリーフ、学習スタイ

ルなどには、それぞれの現場の教員が適切に対応することができていると思われる。

しかし、近年、大学を含む日本の多くの教育機関において、学習障害 1（以下 LD）を

抱える学生への対応を求められているように、大学における日本語教育の現場におい

ても LD を抱える留学生への対応を求められるようになってきている（池田、2004; 池

田, 2013a）。 

アメリカ精神医学会(APA)や WHO が示しているように 2、LD のタイプは様々であ

り、LD を抱える学習者に対して必要な支援や指導はタイプによって異なる。日本語

能力試験において特別措置の申請をした者がすべて発達性ディスレクシアであったこ

と（上野、大隅 2008）や、外国語学習にとって最も影響があると考えられることか

ら、筆者はこれまで発達性ディスレクシアを抱える日本語学習者に対する支援につい

て研究を行ってきた。そして、これまでの研究を通して、ディスレクシアのような LD

を抱える学習者を適切に支援するためには、現場の教員の役割が重要であること（池

田、2013b; 池田、2015）、LD を抱える学習者に対する支援としては、特別な時間を設

けて個別に対応する方法と通常授業に含んだ形で支援する方法―インクルーシブ教育

3―があるが、これまでの研究からディスレクシアのような LD を抱える学習者に対し

ては通常授業で支援するほうが望ましいことや、日本語教育現場の状況（コマ数に余

裕がない、教員の負担等）から、インクルーシブ教育の形での支援に対応できる教員

の養成が必要であること（IKEDA、2016）が明らかになっている。 

また、LD に対する研究や認識が日本よりも進んでいる欧米では、既に LD を抱える

児童・生徒に対する支援体制が整えられ、彼らの権利が守られていることから、その

ような国々で日本語教育に携わる教員は、日本国内の日本語教育現場の教員よりも、

ディスレクシアのような LD を抱える学習者への日本語教育に対応する頻度や必要性

が高いことを知り（大島、2016; 西澤、2016; 守時、2016）、海外の日本語教育現場で

活躍する多くの教員は、日本国内の大学等で教員養成課程を履修することを考えれば、

やはり LD を抱える学習者に対する支援に対応することのできる教員養成は重要であ

ると認識した。 

そこで、本稿では、ディスレクシアのような LD を抱える学習者に対して、柔軟に

そして適切に学習支援を実践することのできる日本語教員を育成するためには、どの

ようなプログラムが必要なのかについて、教員の態度（attitude）に焦点をあてて考察

を行う。 

 

2. 態度（attitude）とは何か 

2.1 態度の定義 

態度（attitude）は、人々の様々な社会的行動を予測または説明するための概念とし

て、社会心理学の分野において非常に重要な位置づけを与えられてきた（藤原、1977）。

しかし、態度が包括的な概念であることから、一義的に定義することは非常に難しく、

次に示すように研究者によって様々な定義が示されている。 
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Allport（1935） 

 関連するすべての対象や状況に対する個人の反応に対して直接的かつ力動的な

影響を及ぼす、経験に基づいて組織化された精神的及び神経的準備状態 

Smith et al.（1956） 

 ある対象の階層を経験し、それによって動機づけられ、それに向かって行動する

ための先有傾向 

Krech et al.（1962） 

 社会的事象に関するポジティブまたはネガティブな評価、情緒的感情、賛否の行

動傾向の持続的体系 

Lambert & Lambert（1963） 

 人々、集団、社会問題、もっと一般的にいえば、人の環境のあらゆる事象に関す

る組織化された、整合的な思考、感情、および反応の様式 

Fishbein & Ajzen（1975） 

 所与の対象について好意的あるいは非好意的に一貫して反応する学習された先

有傾向 

Petty & Cacioppo（1981） 

 ある人、対象、事柄についての全般的かつ持続する好意的あるいは非好意的感情

（feeling） 

 

 このように多義的な概念である態度は、①必ず対象を持ち、②後天的に学習され

たものであり、③好意―非好意な感情を伴い、④持続的で、⑤広範囲で多様な対象と

関連する（Sherlf & Cantrif, 1945）という特徴を持つ。 

 

2.2 態度の構造 

  態度がどのような構造を持つかについては、態度には認知（cognition）、感情（affect）、

行動（behavior）という３つの構成要素があると主張する態度の３要素モデル（tripartite 

model）、別名態度の ABC モデル（Affect, Behavior, Cognition）と、態度は感情（評価）

のみで構成されていると主張する単一次元モデル（unidimentional model）という２つ

の立場がある。 

A: 態度の３要素モデル 

   Rosenberg & Hovland (1960)は、態度を特定の種類に対して一定の仕方で反応す

る先有傾向であると定義し、態度には次に示す３つの構成要素が含まれるとし

ている。 

①感情的構成要素（affective component） 

  態度対象に対して個人が持つ感情（feeling）・情動（emotion）およびそ

の評価（evaluation）。この強さは態度の強度に関連がある。 

②認知的構成要素（cognitive component） 

  態度対象について個人が持つ情報・知識・意見・ビリーフ・考えなどに

よって構成される。態度の特殊性または一般性、およびビリーフの分化



日本語教育実践研究第 3号 2016 pp.1-19 

4 

 

の程度を示す。個人はある対象についての情報を直接あるいは間接的な

接触から受け取り、その対象についての認知を形成する。 

③行動的構成要素（action/conative component） 

  対象に対する行動傾向。ある対象についての、受容―拒否、接近―回避

というような動機的な意図から構成される。 

 

    各構成要素の名称は微妙に違うが、態度には３つの構成要素があると主張す

る研究者は、Kothandapani (1975)、Krench et,al (1962)などがいるが、彼らは態度

をある対象に対して一定の認知・感情・行動を示す傾向であると定義し、態度

の構成要素としてこれら３つの要素を認めている。 

    態度をこのモデルでとらえる場合、 

 B: 態度の単一次元モデル 

    Fishbein & Ajzen (1975)は、態度を与えられた対象のある側面について一貫した

好意的あるいは非好意的な様式で反応する学習された先有傾向であると定義し、

態度は対象に対する評価的あるいは好意性を含んだ感情次元のみであると主張

している。さらに、態度の基本的形態として、①学習されたもの（learned）、②

行動を予測するもの（predisposition）、③対象に対して一貫した好意性あるいは

非好意性を持つ（consistency favorable or unfavorable）という 3 点を指摘してい

る。このモデルにおいては、認知は対象と属性を結びつける主観的確率として

のビリーフであり、行動は態度と行動との間の媒介変数（行動の決定要因とし

ての行動意図 behavioral intention）であると位置づけられ、３要素モデルでは

相互に関連があるとされている態度の３つの構成要素がそれぞれ別個のもので

あるとされている。 

    このモデルは消費者行動に応用性が高いとされ、今日ではその分野では、態

度をある対象についての好意的あるいは非好意的な感情としてとらえ、認知や

行動は態度概念に含まず、態度に隣接した別個の概念として扱われるようにな

ってきている（Peter & Olson, 2002）。 

 先に示した態度と「認知、感情、行動」との関係を OsKamp (1977)は図１のように

示している。 

 

 

図 1  態度の構成要素に対する１つの視点（OsKamp, 1997 から引用） 
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 態度に対するアプローチは、３要素モデル、単一次元モデルのどちらに基づくかに

よって異なる。３要素モデルの立場からの研究においては、態度を構成する３つの要

素の一致やその間の一貫性（consistency）やバランス、またそれらの階層的構造

（hierarchical structure）に焦点を当てた研究が多い。一方で、単一次元モデルの立場

からの研究においては、それぞれ異なる３つの要素間の因果関係に焦点を当てた研究

が多い。また、３要素モデルにおいては、態度は３要素のバランス（対象についての

認知と感情の平均量）によって構成される（認知的バランスのプロセス）とするのに

対して、単一次元モデルにおいては、態度構造と変容をある対象についてのビリーフ

とそれに関連する感情・評価の総量（認知的総和のプロセス）としてとらえる。以上

のことから、３要素モデルの立場から生じた理論を一貫性理論（consistency theory）、

単一次元モデルの立場から生じた理論を総和理論（summation theory）という（田中、

1971a, b）。 

  研究する分野においては、上記のどちらの立場から研究を進めるかということは重

要であると思われるが、本稿の目的は、多様なニーズに適切に柔軟に対応できる日本

語教員を養成するために、参加者の態度を好ましい方向に変容させる教員養成プログ

ラムとはどのようなものかを明らかにするものであるため、本稿では、両方の立場か

らの理論や研究を概観し、その中から適切なものを示していくこととする。 

 

3. 態度変容（attitude change） 

3.1 態度変容とは何か 

態度変容とは、態度の方向性や深さなどを変化させることであり、態度に関わる１

つの要素（例えば、認知や感情）が変わると、他の要素にも変化をもたらす。また、

ある対象に対する態度は、他の対象に対する態度とも関連しており、１つの態度が変

わると、他の態度の変化を促す（Zimbardo & Leippe, 1991）。 

2 章でみたように、態度は行動と密接に結びついている。そのため、ディスレクシ

アのような LD を抱える学習者に対して適切に教室で対応する行動がとれるようにす

るためには、まず態度変容が必要となる。 

 

3.2 態度変容の理論、モデル 

3.2.1 階層効果モデル（hierarchies of effects） 

 Kernan & Trebbi (1973)は、態度の３要素モデルの立場から態度の一貫性に注目し、

態度内成分の階層的構造（hierarchical structure）「認知⇒感情⇒行動」を示した。つま

り、説得はまず態度の認知的構成要素に作用し、そこで認知変化が生じた場合、それ

に伴って感情が変化する。そして、感情が変化すると、行動が変化するというもので

ある。 

 さらに、Solomon (2008)は、同様に態度の３要素モデルの立場から、消費行動にお

いてこれら３つの要素が順番に形成されることによって態度が形成されるという階層

効果モデルを次のように示した。 
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 ①標準的学習階層モデル：認知的情報処理による態度形成 

   通常は、「認知⇒感情⇒行動」の順番で態度が形成される。 

 ②低関与階層モデル：行動学習過程による態度形成 

   対象に対してあまり関心が高くなく、重要性もあまり感じていない場合、「認知

⇒行動⇒感情」の順番で態度が形成される。 

 ③経験階層モデル：快楽消費による態度形成 

   対象に対する感情がまず形成され（ＣＭや広告などで）、そのうえで購買・使用

行動が生じ、その結果認知が形成される。つまり、「感情⇒行動⇒認知」の順番

で態度が形成される。 

 

 この２つのモデルから導き出されるのは、LD を抱える学習者に対して、あるいは

インクルーシブ教育に対して、教員養成課程の学生の態度を望ましい方向に変容させ

るためには、まず認知、つまり適切な知識を提供することが重要であるということで

ある。教員養成課程の学生たちは、将来日本語教育に関わっていきたいという思いを

持つ学生が多く、また、そこまで強い動機ではない場合でも、日本語を母語としない

学習者を支援したい、そのような学習者の日本語能力を向上させたいというモティベ

ーションは持っていると考えらえるため、上記の②及び③にはあたらない。したがっ

て、「認知⇒感情⇒行動」という順番で態度が形成されると考え、コースデザインを実

施するのが適切であると考える。 

 

3.2.2 社会的判断理論（social judgment theory） 

 Sherif & Hovland (1961)は、態度形成や態度変容において、人々はすでに自分が持っ

ている態度を参照するとして、この理論を示した。社会的判断理論では、人はある刺

激を個人にとって受容可能な範囲（受容域 latitude of acceptance)、反対の範囲（拒否

域  latitude of rejection)、どちらとも判断できない範囲（非関与域  latitude of 

non-commitment）の三つの領域のいずれかに類別・判断すると仮定している。 

 その上で、受容域の中で受け止められる刺激やメッセージは、より受け入れられや

すく（同化効果 assimilation effect）、拒否域で受け止められる刺激やメッセージは受

け入れられにくくなる（対比効果 contract effect）としている（Myers-Levy & Sternthal, 

1993）。つまり、この理論によれば、人があるメッセージや刺激を受け取ったときに行

う判断（受け入れるかどうか）は、その個人がすでに持っている態度に沿って何等か

の偏向（distortion）を伴うということになる。 

 また、この理論によれば、個人がある態度対象に強い自我関与をもっている場合、

そのことに対する新しいメッセージに対する受容域が狭くなり、拒否域が拡大する傾

向があるという。つまり、強い関心を持っていることに関しては、自分の考えと少し

でもずれているものは受け入れない傾向があるということになる。逆に、あまり関心

がない、何も考えていないことについては、メッセージを受け入れやすいということ

になる（Traylor, 1981）。 

 この理論では、先に述べたように受容域の中で新しいメッセージが受け止められれ
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ば、そのメッセージは受け入れられやすくなる。従って、ある個人の受容域が広がれ

ば広がるほど、メッセージは受け入れられやすくなることになる。これについて、Bedar 

& Levie (1993)は、継時的接近法（successive approximation）4の利用について言及し、

継時的接近法を用いることで、ある個人の受容域を広げることができ、それによって

より態度変容が可能になるとしている。 

 この理論から導き出されるのは、人は最初にある対象に対する極端なメッセージを

与えられてしまうと、それに対する拒否の反応を起こしやすいため、最初に供給する

説得のためのメッセージは、極端ではなく適切な、穏やかなものにしたほうがいいと

いうこと、そして、参加者の受容域を広げるために、継時的接近法を用いて繰り返し

「メッセージ⇒フィードバック」を与えていくということである。 

 

3.2.3 社会的学習理論（social learning theory） 

 Bandura (1963)は、それまでの学習理論が学習者自身の経験や他者（多くは教師）か

らの強化（刺激）を前提としていたのに対し、他者の行動を観察し、意識的に模倣す

ることによって、つまり、認知の発達を望ましい行動に結びつけることによっても学

習が生じることを実証し、社会的学習詩論を提唱した。 

 そして、学習詩論の５つを特徴と、モデルの３タイプを示している（Bandura, 1977）。 

学習理論の特徴 

  ①学習は行動のみでなく、社会的状況の中で生じる認知的プロセスである。 

  ②学習はある行動を観察することによって、またその行動の結果を観察すること

によって生じる（代理強化） 

  ③学習者、観察、観察から得られる情報、行為者の高度決定に関与する（観察学

習／モデリング） 

  ④強化は学習にとってある役割を果たすが、それがすべてではない。 

  ⑤学習者はただ情報を受け取るだけの受け身な存在ではない。認知、環境、行動

は互いに影響し合う。 

モデルの３タイプ 

  ①Live model：望ましい行動を実演する。 

  ②Verbal instruction：望ましい行動について言葉で説明し教授する。 

  ③Symbolic：メディア使用。映画、テレビ、インターネット動画、などで、そこ

に登場するモデルは実在するものでもフィクションでもいい。 

 

 さらに、学習の過程として、次の４過程を示している（Bandura, 1977）。 

 

モデリングの４過程 

  ①Attention 注意過程 「見る」 

    モデルとなる対象とその特徴を選択し、そのモデルを見る段階。 

モデルの対象は幅広く、身近な信頼・尊敬・好意を寄せるものやリーダーシ

ップを発揮するものに限らず、著名人・有名人・フィクションの人物も該当。
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モデルからの刺激と観察者自身の特性の双方が影響する。 

  ②Retention 保持過程 「覚える」 

    観察したモデルの行動を記憶として保持する（つまり暗記する）段階。 

モデルの特徴・行動パターンを抽象化し、イメージ化・言語化することを通

じて記憶する。心の内部で繰り返しモデルの行動を模倣（リハーサル）する

ことも有効。 

  ③Reproduction 再生過程 「真似る、修正する」 

    保持した記憶を実際に行動で再生する（つまり模倣する、真似する）段階。 

頭の中で描いている「モデルの行動イメージ」と「自分の実際の行動』との

間にある GAP に気づくことが出来る。その GAP からフィードバックし、行

動を少しずつ修正することで、モデリングの正確性や洗練度を高めていく自

己修正の段階。 

  ④Motivation 動機づけ過程 「自ら動く」 

    学習した行動を遂行するための動機づけをする段階。 

動機づけには、環境から与えられる「外的強化」、モデルから受ける「代理  

強化」、自分自身で行う「自己強化」がある。 

 

この理論からは、教員養成プログラムにおいて、態度変容を目的としたコースをデ

ザインする場合、ビデオ等のメディアを利用することが可能であること、さらに、モ

デルとしてフィクションのモデルでも可能であることが示されている。また、学習者

自身が直接経験しなくても、観察を通して学習が生じることも参考にできると思われ

る。メディアの活用は、同じコースを多くの学習者に対して提供することを可能にで

きるため、大変有用であると考える。 

 

3.2.4 精緻化見込みモデル（ELM: elaboration likelihood model） 

Petty & Cacioppo (1981)によって提唱された説得と態度変容に関する社会心理学的

理論の１つであり、それまでの態度理論を統合化したという意味で、1980 年代以降の

研究の流れを方向づけたモデルとして知られている（Bohner, 2001）。人は、同じよう

な説得メッセージを受け取っても、説得されたりされなかったりする。それはなぜな

のかという、態度変容の基本的な問いに答えようとして示されたのが、人が態度変容

に至る際にたどる経路として中心ルート（central route）と周辺ルート（peripheral route ）

があるとする精緻化見込みモデル（以下 ELM）である。「精緻化見込み」とは、ある

話題に関して主張された論拠・議論について、受け手が能動的によく考える可能性の

度合いとことであり、精緻化が生じるかどうか（つまり受け手が中心・周辺のどちら

のルートに入るか）は、受け手のモティベーションや能力によって決まるとされてい

る（Petty & Cacioppo, 1979 ; Petty, Walls & Brock, 1976）。 

 図 2 は、ELM を図で示したものである。この図にあるように、人がある説得的メッ

セージを受け取った場合、そのメッセージやトピックについて考えたいというモティ

ベーションがあるかどうかによって、進む経路が分かれる。モティベーションは、受
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け手がそのメッセージ内容に興味関心を持つかどうかや、知りたいと思っているか、

知る必要があると思って居るか、またその内容が個人の責任と関連が高いかに関わっ

ており、高いモティベーションがある場合には中心ルートに進み、そうでない場合に

は周辺ルートに移る。 

 中心ルートにおいて、次に関係してくるのが、個人のメッセージを処理する能力で

ある。メッセージの受け手が、その情報を処理する能力的余裕がある場合（例、情報

量が多すぎない、マルチタスク中などで忙しすぎない、理解可能な総合的知識がある）、

また、メッセージが反復されたり、あらかじめ予備知識を持っていたり、注意をそら

すような邪魔が入らなかったりする場合には、受け手は中心ルートにとどまったまま

進むが、もし十分な能力がない場合、あるいは気持ちがそれてきしまう場合は、周辺

ルートに移る。 

 先も述べたように、この理論においては、メッセージの受け手のモティベーション

とメッセージを処理する能力が、どちらのルートをたどるかを決定づける重要な要因

だとされているが、図 2 に示されているように、中心ルートでは、その後も周辺ルー

トに移動する可能性が残されている。 

 モティベーション、能力ともに高い受け手の中にどのような思考が生じるかは、メ

ッセージに含まれる論拠の質や個人がすでに持っている立場や意見によって決まる。

もし、受け手の頭の中に、説得メッセージに好意的あるいは非好意的な思考が浮かん

だ場合、受け手はそのまま中心ルートを進むが、何の思考も想起されないような場合

には、周辺ルートへと移ることになる。さらに、受け手の頭の中に、以前とは異なる

認知反応が作られ、それが記憶に留められるようになると、受け手の認知構造が変化

し、態度変容が生じるのである。 

 つまり、中心ルートにおいては、メッセージの受け手が、そのメッセージやトピッ

クについて高いモティベーションを持ち、さらにそれを処理する能力を持つ場合、新

しい情報を自分がすでに持っているスキーマに関連づけて処理することを通して、態

度変容が生じ、生じた態度変容は持続的で容易には変わらない（Petty, Cacioppo & 

Schumann, 1983）。しかし、ここで気をつけなければいけないのは、もし、受け手が提

示される説得的メッセージに対して非常に強い否定的な態度を持っている場合、ブー

メラン効果 5 が生じやすく、その場合には望まない方向に態度が変容してしまう可能

性があるということである（Griffin, 2012）。 

 

 次に周辺ルートについてみていく。説得メッセージの受け手が周辺ルートに入るの

は、受け手がそもそも提示されるメッセージに興味関心がなく、また、メッセージを

処理する能力が低い場合である。つまり、送られるメッセージについてあまりよく考

えずに進むルートと言えるかもしれない。このルートにおいて、態度変容が生じるか

どうかは、周辺的な手がかりの有無である。周辺的な手がかりとは、人は総合的な印

象（感じがいいな）、送り手の魅力、送り手の専門性、論拠の多さ、メッセージの最初

の部分の印象、自分の機嫌などであり、これらがある場合には、周辺的な態度変容が

生じる。しかし、周辺的な手がかりがない場合は、態度変容は生じない。また、周辺
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的ルートで生じた態度変容は一時的なものであり、変化しやすい（Griffin, 2012）。 

 

 このモデルから導き出されるのは、受け手が望む方向に持続性のある態度変容を生

じるかどうかは、受け手のモティベーションに関わっているということである。つま

り、教員養成のコースにおいては、なぜこのメッセージが重要なのかを参加者にわか

りやすく示す必要があると思われる。また、参加者がメッセージを十分理解できるよ

う、予備的な知識などもあらかじめ与えておく必要がある。この 2 点を必ず行うこと

によって、メッセージを中心ルートで処理していくように導くことが可能になるから

である。また、提供するメッセージにおいては、論拠が強く、しかも多いものとする

よう心がける必要があると思われた。 

 日本語教員養成課程に籍を置く学生たちの多くは、中心ルートをたどるものと予想

できるが、中にはそうでない場合もあるかもしれない。新しいコースのデザインにお

いては、周辺ルートにおいても態度変容が可能になるよう、送り手の専門性や魅力な

どについても考えておく必要があるかもしれない。そこでの 1次的な態度変容を通し

て、次の中心ルートでの変容に結び付けていくことも重要であると思われた。 

 

 

     

図 2  精緻化見込みモデル （R.E. Perry and J. T. Cacioppo (1986) より引用） 
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4. 態度変容のための教授デザイン 

LD などを抱える学習者に対するインクルーシブ教育に対する教師の態度について検

証を行った先行研究からは、①通常の授業は認知変容には効果があったが、態度変容

にはあまり効果がみられなかった（Forlin et al, 1999a; Hastings, Hewes, Lock & Witting, 

1996; Trait & Purdie, 2000）、また、②インクルーシブ教育に対する態度は望ましい方向

に変容したが、LD を抱える学習者に対しての態度変容にはあまり効果がなかった

（Brown et al, 2008; Stella et al, 2007）ということがわかっている。 

そこで、参加者がインクルーシブ教育に対する態度、そしてディスレクシアのよう

な LD を抱える学習者に対する態度の両者を望ましい方向に変容させるためには、ど

のような教授デザインが望ましいのかについて、前述した理論やモデル、さらに先行

研究や指導法などを基礎として考えていく。 

 

4.1 コースで提示する情報の順序について 

 階層効果モデルからは、学習者に提示する情報はまず認知面に働きかけるものから

にすべきというものであった。どんな情報から提示すべきかについては、これという

同意は今のところまだないが、Simonson & Maushak（2001）は、ある対象にたいする

ポジティブな態度の獲得には、そのトピックについての知識がまず必要となるとして、

認知面⇒情意面の提示順序のほうがより態度変容が生じるとしている。一方、

Ansolabehere et al. (1993)は、教養があり知的レベルの高い人は、提示された情報に対

して反論する力があるので、新しい情報によって説得されにくいとし、状況によって

は認知から入ることの危険性を示している。 

 このように、まだ提示順序についての統一された見解はないが、本稿で想定してい

る日本語教員養成プログラムで実施するコースの参加者は大学生であり、また、日本

語教員になるための知識やスキルを獲得したいという高いモティベーションを持つこ

と、さらに、ELM からは、メッセージの受け手が主要ルートに入るためには、与える

情報についての基礎知識を持ち、さらになぜそれが重要なのかを理解している（モテ

ィベーションも能力も高い状態にある）ことが重要だという示唆を得ていることから、

LD を抱える学習者への適切な対応のために必要な態度を育成するためのコースにお

いては、まず必要な知識、認知面に働きかけるメッセージを与えることが望ましいと

考える。 

 

4.2 提示するメッセージの重要性 

 社会的判断理論から、最初に提示するメッセージはあまり極端なものではなく聞き

手が広く受け入れやすいものにすべきという示唆を得た。また、ELM からは、聞き手

を中心ルートに導入するためには、力強い論拠のあるメッセージが重要であるという

示唆を得ている。 

先行研究からも、メッセージの重要性に関する示唆は得られており、Zimbardo & 

Leippe（1991）は、説得的メッセージが聞き手の態度変容を引き起こすかどうかは、

そのメッセージの持つ力と密接に関連しているとした上で、面白みのない数字だけを
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並べたような情報は、生き生きして真に迫った具謡的な例を含むメッセージよりも説

得的効果が低いとし、具体的にどのようなメッセージが効果があるのかを示している。

さらに、もし、与えられた情報が聞き手にとって重要でありあまりそれについて知ら

ない場合には知的な認知的メッセージがより説得力を持ち、聞き手のメッセージに対

する重要性が低くそれについてすでによく知っている場合は、感情的アピールやイメ

ージ（視覚、聴覚、動きを使うようなもの）が効果を発揮すると述べ、ELM で得られ

た示唆を支持している。 

 また、Wetzel et.al.（1994）は、受け手が既に何らかの知識を持っていることについ

てのメッセージのほうが受け入れられやすいことを示し、提示するメッセージは「一

般的なものから特殊個別なものへ」、「抽象的なものから具体的なものへ」とすること

が望ましいとしている。 

 

 

4.3 適用すべき学習法について 

 ①継時的接近法 

社会的判断理論から、継時的接近法を利用し、類似するメッセージを繰り返し提

示し、提示後すぐにフィードバックを与えることで、受け手の受容域が広がると

いう示唆を得た。つまり、同じ情報を繰り返すのではなく、毎回、少しずつ追加

の情報を含んだ同じ方向性のメッセージを提供していくことが重要であり、さら

に、提示後すぐのフィードバックも組み込んだものにしていく必要がある。 

 ②参加型学習法 

  社会的学習理論から、人が観察、モデリングによって学んだ態度を強化するため

には、模倣したり、自らが行動する必要があるという示唆を得た。先行研究でも、

メッセージを受け取った後のディスカッションが態度変容において有用であると

いう結果を示しているものが複数あることから（Allison, 1966; Wade & Pool, 1983; 

Bage, 1997）、ディスカッションのような参加型の活動は積極的に取り入れるべき

と考える。また、ディスカッション以外でも、シミュレーションやロールプレイ

も効果的であったとするもの（Forlin et al, 1999; Pernice & Lys, 1996）、フィールド

ワークでも効果があったとするもの（Campbell, Gilmore & Cuskelly, 2003）がある

ことから、それらも組み合わせながらデザインすることも有用であると考える。 

 

4.4 メディアの活用 

 社会的学習理論から、モデルの提示においては、テレビやビデオのようなメディア

の活用や、モデルはフィクションであってもよいという示唆を得た。メディアによる

教授は、同じものを何度でも繰り返し使用することが可能であり、多くの学習者に対

してまったく同じ教育プログラムを提供することを可能にする（McDonald & 

Kielsmeier, 1970）ことや、ディスレクシアのような LD についての態度変容を目的と

するコースデザインにおいては、実際のモデルを提示することの難しさもあるため、

大変有用であると思われる。 



Journal for the Study of Japanese Language Education Practice Vol.3 2016   pp.1-19 

13 

 

 しかし、これまでも触れてきたように、どんなモデルを提示するかは非常に重要で

あるため、学習者にとって尊敬でき、専門性が高いと認識でき、信頼性が高く、しか

も暖かい雰囲気を持つモデルを提示することを心がける必要があろう。 

 

4.5 態度変容のためのコースデザイン 

 これまで、認知変容に関連する理論、モデル、そして先行研究から、どのような点

に留意してコースをデザインすべきかについてみてきた。同じように、Simonson & 

Maushak（2001）は、先行研究から態度を変容（教授）するための効果的なコースデ

ザインのための 6 つのガイドラインを示している。 

 ①教授を現実的で、受け手に関連性が高く、適切な刺激を与えるものにすること。 

 ②新しい情報を提示すること。 

 ③信頼できる方法で説得的メッセージを提示すること。 

 ④意図的に感情的な関与を引き出すようにすること。 

 ⑤学習者をメッセージのプラン、作成、提示に関わらせること。 

 ⑥教授後のディスカッション、批判的振り返り活動を提供すること。 

また、Smith & Ragan (1999)は、態度学習の行動面に焦点をあて、３つの教授法を示

している。 

 ①尊敬できるロールモデルによって望ましい行動を示す。 

 ②望ましい行動をロールプレイなどを通して実際に行う。 

 ③望ましい行動をディスカッションなどを通して強化する。 

 

 さらに、先行研究からは、通常の特殊教育に関するコースは、学習障害の学生を教

える際に使うことのできるスキルを具体的に教えていないため役に立たない（Winter, 

2006; Bradshaw & Mundia, 2006; Subban & Sharma, 2006）という指摘もなされているた

め、より実践的な教授ストラテジーやスキルを示す必要があると思われる。 

 

 以上のことから、日本語教員養成課程において組み込まれる、ディスレクシアのよ

うな LD を抱える学習者に対して、柔軟にそして適切に支援を行っていくことができ

る教員を育成するための、態度変容を目的としたコースは、次のようなガイドライン

に沿ったものであるべきだと考える。 

 

 ①日本語教育の現場に関連性が高いメッセージを提供する。 

 ②予備的知識、必要な知識をまず提供すること。 

 ③メディアを活用し、適切なモデルにより説得的メッセージを提示すること。 

 ④毎回の授業は、「知識⇒説得的メッセージ⇒ディスカッション」を基本とし、必要

に応じて、ロールプレイ、シミュレーション、フィールドワークを組み込むこと。 

 ⑤ブーメラン効果を回避するため、提示するメッセージは一般的なものから個別特

殊具体なものへと提示すること。 

 ⑥「知識⇒メッセージ⇒参加型学習」のユニットを少なくとも 10 回～15 回繰り返
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すことで、学習者の受容域を広げていく工夫をすること。 

 ⑦ディスレクシアをはじめとする LD に関する知識、インクルーシブ教育に関する

知識を提供すること。 

 ⑧教授を現実的なものとするため、学習者が実際に利用することのできる、インク

ルーシブ教育において効果的な教授ストラテジー、スキルを提示すること。 

 ⑨学習者参加型の活動を積極的に取り入れること。 

 

5. おわりに 

 本稿では、ますます多様な学習者のニーズへの対応を求められる日本語教育の現場

で、柔軟にそして適切に対応できる日本語教員の育成にとって有用な日本語教員養成

のために必要なコースデザインについて、態度変容の視点から考えてきた。 

 言うまでもないことだが、教室で学習者の前に立つ教員が、学習者に対してどのよ

うな態度を持っているのかは、学習者の学習の成否に大きな影響を与える。日本語教

育に限らず、外国語教育は、単に学習者がその言語を使うことができるようにするだ

けではなく、教育を通して、学習者がその言語を使う人々、その言語を使う地域に対

してポジティブな態度を養成するために、大きな役割を果たしている。現場の教員が

ポジティブな態度を持てば、学習者の学習に対してもいい影響を及ぼすことは、これ

までも多くの研究者が示してきたことであり、そのためにも、どのようなニーズを持

つ学習者に対しても、自らの力を信じ、積極的に対応していこうと思える教員を養成

することは重要である。 

 本稿では、そのような教員を養成するために必要な、学習者の態度変容を目的とす

るコースデザインについてのガイドラインを示した。しかし、本稿で示したガイドラ

インは、理論、モデル、先行研究から導き出されたものであり、実際に学習者の態度

変容を促進することができるのかどうかは、未知数である。 

 今後は、本稿で提示したガイドラインに沿ったコースを実際にデザインし、教材を

開発し、教員養成課程の中でコースを実施することを通した実質的な検証が必要であ

る。さらに、一度ではなく、複数回、異なる学習者に対して検証を行うことにより、

コースデザインに修正を加えていくことも必要であると思われる。 

 日本語教育の現場で対応しなければいけない学習者多様性の中で、ディスレクシア

のような LD への対応は、まだまだ少数なのかもしれない。しかし、どんなに少数で

あっても、日本語教育の現場での経験が、彼らの日本語あるいは日本に対する態度を

ネガティブな方向に変容させることがあってはいけない。本稿は、教育現場に適用可

能なコース、教材を開発するための予備的な研究であるため、具体的なものは提示で

きていないが、本稿で得られたガイドラインをもとに、今後、実際のコースを開発し、

実際の運用を通して効果の検証を行っていきたいと思う。 

 

注 

1 学習障害（LD）Learning disabilities 

 学習障害は、1999 年に文部省が発表した「学習障害児に対する指導について」とい
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う報告書の中で次のように定義されている。 

「学習障害とは、基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、

書く、計算する又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難

を示す様々な状態を指すものである。学習障害は、その原因として、中枢神経

系に何らかの機能障害があると推定されるが、視覚障害、聴覚障害、知的障害、

情緒障害などの障害や、環境的な要因が直接の原因となるものではない。」 

 つまり、知的発達の遅れや学習に支障をきたす大きな医学的な疾患がなく、学習に

取り組む姿勢や貧困等の環境にも問題がないにもかかわらず、期待されるよりはる

かに低い学習到達度を示すような場合が LD である。 

2 アメリカ精神医学会及び WHO の LD 分類（小池・雲井・窪島、2003） 

 アメリカ精神医学会（DSM-IV）による LD の分類 

  読字障害、算数障害、書字表出障害、特定不能の学習障害 

 WHO（ICD-10）による LD の分類 

  特異的読字障害、特異的書字（spelling）障害、特異的算数能力障害 

  学習能力の混合性障害、その他の学習能力障害、特定不能の学習能力の発達障害 

3 インクルーシブ教育 (inclusive education) 

 インクルーシブ教育とは、人間の多様性の尊重等を強化し、障害者が精神的及び身

体的な能力等を可能な最大限度まで発達させ、自由な社会に効果的に参加すること

を可能にするという目的の下、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであ

り（文部科学省，2012）、障害のある者が一般的な教育制度から排除されないこと、

自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人に必要な

「合理的配慮」が提供されること等が必要とされている（外務省，2013）。 

 IKEDA (2016)は、日本語教育現場において、特にディスレクシアのような LD を抱

える学習者に対するインクルーシブ教育について、「教室の中のすべての学習者は

一人ひとりが異なる存在であり、それぞれ何らかのニーズを持つことを前提とし、

それらのニーズに対応できるように、授業、教材などを変えていく教育のことであ

る。教育上の何らかの問題がある場合、その原因を学生に求めるのではなく、授業

の方法、使用する教材の問題としてとらえ、教育の質を向上させることによって、

多様な学習者に対応できるようにしていく教育、それがインクルーシブ教育なので

ある。ディスレクシアを抱える学習者を通常の日本語授業に統合し、そこで特別な

支援をするという方向ではなく、教室のすべての学習者のニーズに対応していく教

育を考えていくこと―たとえば、読解授業をする際、タブレットを使う学生、紙で

読む学生、特別なソフトを利用する学生がいてもいいという教育の形を目指す―な

のである。」と定義づけを行っている。 

4 継時的接近法（successive approximation） 

  シェーピング（shaping）とも呼ばれる。スモールステップの原理で、目標に類似

したより一般的なものから徐々に具体的なものへ（多くの学習の場合は、易しい

ものから難しいものへ）と、同じ目標に向かう情報を繰り返し示し、示した後は

すぐにフィードバックを行うという方法。 
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5 ブーメラン効果（boomerang effect） 

説得的メッセージの送り手の意図に反して、導こうとする立場から離れる方向へ

と受け手が意見や態度を変える現象。生じる要因としては次の場合があるとされて

いる（Hovland, Sherif & Harvey, 1957）。 

  (1) 受け手が提示されるメッセージあるいはトピックに非常に強い関心、関与を持

つ場合は、説得によってかえって立場を極端化することがある。  

(2) 自我関与が高い場合、受け手と違う立場の主張は、対比効果により拒否されや

すい。  

(3) 説得の予告は、後続の説得に対する抵抗力を増大させる。  

(4) 受け手が好ましくないと思うような送り手、あるいはあまりにも受け手の置か

れている立場から遠い立場にいる送り手から自分と同じ意見を主張されると、

相手とは違う立場を取るようになる。  

(5) 押しつけがましい、何がなんでも説得しようとする姿勢は、逆効果になる。 

 

付記：本研究は科学研究費補助金（基盤研究(C)（課題番号 15K02657）の助成を受け

ている。 
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